
現業職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成20年12月26日

鳥取県教育委員会委員長 山 田 修 平

鳥取県教育委員会規則第９号

現業職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則

（現業職員の給与に関する規則の一部改正）

第１条 現業職員の給与に関する規則（昭和32年鳥取県教育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

現 業 職 給 料 表 現 業 職 給 料 表

略 略

備考 職務の級が３級である職員については、この

表に定める給料月額に代えて、当該給料月額に

それぞれ1,000分の965（他の職員との権衡上必

要と認められる限度において教育委員会が別に

定める場合は、その割合）を乗じて得た額（そ

の額に50円未満の端数が生じたときはこれを切

り捨て、50円以上100円未満の端数が生じたと

きはこれを100円に切り上げるものとする。）

を給料月額とする。

（現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

第２条 現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（平成18年鳥取県教育委員会規則第２号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動項」という。）に対応する

同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下この条において「移動後項」という。）が存在する場

合には、当該移動項を当該移動後項とし、移動後項に対応する移動項が存在しない場合には、当該移動後項

（以下この条において「追加項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下この条において「改正部分」という。）

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下この条において「改正

後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正

部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

１～６ 略 １～６ 略

（経過措置） （経過措置）



７ 附則第３項、附則第４項又は前項の規定の適用を ７ 附則第３項、附則第４項又は前項の規定の適用を

受ける職員のうち、これらの規定により定められる 受ける職員のうち、これらの規定により定められる

切替日における給料月額（以下「切替日給料月額」 切替日における給料月額（以下「切替日給料月額」

という。）が切替日の前日に受けていた給料月額 という。）が切替日の前日に受けていた給料月額

（以下「切替前給料月額」という。）に達しないこ （以下「切替前給料月額」という。）に達しないこ

ととなるものの平成23年３月31日までの間の給料月 ととなるものの平成23年３月31日までの間の給料月

額は、新給与規則第２条及び第３条の規定にかかわ 額は、新給与規則第２条及び第３条の規定にかかわ

らず、切替日給料月額に切替前給料月額から切替日 らず、切替日給料月額に切替前給料月額から切替日

給料月額を差し引いた額に附則別表第３の左欄に掲 給料月額を差し引いた額に附則別表第３の左欄に掲

げる期間の区分に応じ同表の右欄に定める割合を乗 げる期間の区分に応じ同表の右欄に定める割合を乗

じて得た額（その額に１円未満の端数があるとき じて得た額（その額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額）を加えた額（職務の は、その端数を切り捨てた額）を加えた額とする。

級が３級である職員にあっては、当該額に1,000分 ただし、当該額が新給与規則第２条及び第３条の規

の965を乗じて得た額（その額に１円未満の端数が 定により算出した場合における給料月額に達しない

あるときは、その端数を切り捨てた額））とする。 こととなる場合には、当該給料月額に達しないこと

ただし、当該額が新給与規則第２条及び第３条の規 となった日以後の給料月額については、この限りで

定により算出した場合における給料月額に達しない ない。

こととなる場合には、当該給料月額に達しないこと

となった日以後の給料月額については、この限りで

ない。

８ 前項の規定の適用により他の職員と著しい不均衡

を生ずる場合においては、他の職員との権衡上必要

と認められる限度において、教育委員会の定めると

ころにより、必要な調整を行うことができる。

９ 前２項の規定の適用を受ける職員に対する新給与 ８ 前項の規定の適用を受ける職員に対する新給与規

規則第４条及び第６条の規定の適用については、退 則第４条及び第６条の規定の適用については、退職

職手当に係る部分（職員の退職手当に関する条例等 手当に係る部分（職員の退職手当に関する条例等の

の一部を改正する条例（平成18年鳥取県条例第45 一部を改正する条例（平成18年鳥取県条例第45号）

号）附則第２項及び第４項に規定する施行日の前日 附則第２項及び第４項に規定する施行日の前日に受

に受けていた給料月額に係る部分を除く。）を除 けていた給料月額に係る部分を除く。）を除き、額

き、額の算出の基礎とする給料月額は、前２項の規 の算出の基礎とする給料月額は、前項の規定による

定による給料月額とする。 給料月額とする。

10 略 ９ 略

（現業職員の給与に関する規則及び現業職員の給与の特例に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

第３条 現業職員の給与に関する規則及び現業職員の給与の特例に関する規則の一部を改正する規則（平成18年

鳥取県教育委員会規則第15号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下この条において「移動項等」とい

う。）に対応する同表の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号（以下この条において「移動

後項等」という。）が存在する場合には、当該移動項等を当該移動後項等とし、移動後項等に対応する移動項

等が存在しない場合には、当該移動後項等（以下この条において「追加項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下この条において「改正部分」という。）

を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項等を除く。）に改め

る。



改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

１～５ 略 １～５ 略

（給料の切替えに伴う経過措置） （給料の切替えに伴う経過措置）

６ 施行日の前日から引き続き給料表の適用を受ける ６ 施行日の前日から引き続き給料表の適用を受ける

職員で、その者の受ける給料月額が次の各号に掲げ 職員で、その者の受ける給料月額が旧給料月額（現

る職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額 業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

に達しないこととなるもの（教育委員会が定める職 （平成18年鳥取県教育委員会規則第２号）附則第７

員を除く。）には、給料月額のほか、その差額に相 項本文に規定する職員にあっては、同項の規定の適

当する額を給料として支給する。 用がなかったものとした場合の給料月額）に達しな

いこととなる職員（教育委員会が定める職員を除

く。）には、給料月額のほか、その差額に相当する

額を給料として支給する。

(１) 職務の級が３級である職員 施行日の前日に

おいてその者が受けていた給料月額（現業職員の

給与に関する規則の一部を改正する規則（平成18

年鳥取県教育委員会規則第２号）附則第７項本文

の規定の適用を受ける職員にあっては、同項の規

定の適用がなかったものとした場合の給料月額。

以下「旧給料月額」という。）に1,000分の965を

乗じて得た額（その額に50円未満の端数が生じた

ときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端

数が生じたときはこれを100円に切り上げるもの

とする。）

(２) 職務の級が１級又は２級である職員 旧給料

月額

７ 前項（第１号に係る部分に限る。）の規定の適用

により他の職員と著しい不均衡を生ずる場合におい

ては、他の職員との権衡上必要と認められる限度に

おいて、教育委員会の定めるところにより、必要な

調整を行うことができる。

８ 施行日以降に新たに給料表の適用を受けることと ７ 施行日以降に新たに給料表の適用を受けることと

なる職員について、任用の事情等を考慮して前２項 なる職員について、任用の事情等を考慮して前項の

の規定による給料を支給される職員との権衡上必要 規定による給料を支給される職員との権衡上必要が

があると認められるときは、当該職員には、前２項 あると認められるときは、当該職員には、同項の規

の規定に準じて、給料を支給する。 定に準じて、給料を支給する。

９ 略 ８ 略

10 略 ９ 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成21年１月１日から施行する。

（異動者の給料月額の調整）



２ この規則の施行の日以降に新たに給料表の適用を受けることとなった職員又はその属する職務の級若しくは

その受ける号給に異動のあった職員の当該適用を受け、又は当該異動のあった日における給料月額について

は、第１条の規定による改正後の現業職員の給与に関する規則別表第１の規定の適用により他の職員と著しい

不均衡を生ずる場合においては、他の職員との権衡上必要と認められる限度において、教育委員会の定めると

ころにより、必要な調整を行うことができる。

（委任）

３ 前項に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、教育委員会が定める。




